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【基本理念】 

誰もが自分らしく、安心して、 
しあわせに暮らせるまち こさい 

 
 

第１章 

１ 計画策定の趣旨・背景 
 

本市では、「障害者計画」や「障害福祉計画・障害児福祉計画」の策定を通じて、障がい福

祉の推進を図り、2017年度に「第４次障害者計画」、2021年度に「第６期障害福祉計画」、「第

２期障害児福祉計画」を策定し、各種の施策に取り組んでまいりました。 

この計画の計画期間が2023年度をもって終了することから、計画の理念である「わかりあ

い、ふれあい、支えあう 誰もが互いに尊重する共生のまち こさい」を念頭に、次期計画で

ある「湖西市第５次障害者計画・第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画」を策定し、

本市における障がい者福祉施策を総合的・計画的に推進していきます。 

 

２ 計画の位置付け 
 

本計画は、障害者基本法第11条に基づく「市町村障害者計画」、障害者総合支援法第88条第

１項に基づく「障害福祉計画」、児童福祉法第33条の20に基づく「障害児福祉計画」を包含す

るものです。 

 

３ 計画の期間 
 

2021 年度 

（令和３年度） 

2022 年度 

（令和４年度） 

2023 年度 

（令和５年度） 

2024 年度 

（令和６年度） 

2025 年度 

（令和７年度） 

2026 年度 

（令和８年度） 

2027 年度 

（令和９年度） 

2028 年度 

（令和 10 年度） 

2029 年度 

（令和 11 年度）          

 

 

 

 

 

 

  

計画策定の趣旨について 

第６期障害福祉計画 

第２期障害児福祉計画 

第４次障害者計画 
第５次障害者計画 

（６年） 

次期計画 

第７期障害福祉計画 

第３期障害児福祉計画 

（３年） 
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Ⅰ 障がい者 
理解の促進 

誰
も
が
自
分
ら
し
く
、
安
心
し
て
、
し
あ
わ
せ
に
暮
ら
せ
る
ま
ち 

こ
さ
い 

［ 基本理念 ］ ［ 基本施策 ］ ［ 基本目標 ］ ［ 施策 ］ 

１ 理解と交流の促進 

１ 広報・啓発活動の推進 

２ 福祉教育の充実 

３ 交流活動の推進 

４ 地域で支え合う体制の整備 

５ 差別解消の推進 

１ 教育・育成の促進 

１ 障がい児支援の基盤整備 

２ 就学前教育・保育の充実 

３ 学校教育の充実 

４ インクルーシブ教育の推進 

５ 切れ目ない教育指導や 

相談支援の充実 

Ⅱ 自立及び 
社会参加の
促進 

２ 雇用・就労の促進 

１ 雇用の確保と拡大 

２ 一人ひとりの特性に応じた 

就労の促進 

３ 職場定着の支援 

４ 福祉的就労への支援 

３ 生涯学習の振興 

１ スポーツ・ 

レクリエーションの充実 

２ 文化活動の促進 

１ 地域生活の基盤整備 

１ 相談支援・情報提供体制の 

充実 

２ 福祉サービスの基盤整備 

３ 人材の育成・確保 

４ 生活安定施策の充実 

５ 施設や病院から 

地域生活への移行の促進 

６ 

 

２ 生活環境の整備 

１ 福祉のまちづくりの 

総合的支援

２ 移動支援の充実 

３ 防災・防犯体制の整備、 

サービス提供体制の確保 

３ 保健・医療の充実 

１ 疾病の予防と早期発見 

２ 早期療育の充実 

３ 保健・医療体制の整備 

４ 多様な障がいに応じた 

きめ細かな支援 

Ⅲ 地域生活 
支援の充実 

第５次障害者計画 
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１ 障がい者理解の促進 
 

地域共生社会の実現においては、地域住民が障がいに対する正しい理解を持つことが必要

です。障がいに対する正しい理解を得られるような広報・啓発活動を促進します。また、障

がいの有無に関わらず、交流活動の場を充実するとともに、小さい頃からの地域での福祉教

育を推進し、地域で共に支えあう体制を整備していくことで、障がいのある人への理解の促

進と差別の解消に努めていきます。 

 

 

 

 

 

２ 自立及び社会参加の促進 
 

障がいのある人が地域で自分らしい暮らしを実現していくためには、地域での自立した生

活や社会参加が必要です。 

障がいのある子どもに応じた教育とともに、インクルーシブ教育の推進を図っていきます。

また、雇用・就労や生涯学習・スポーツ活動等の支援を進めることで、障がいのある人の自

立及び社会参加を促進します。 

 

 

 

 

 

３ 地域生活支援の充実 
 

障がいのある人が地域で安心して暮らしていくためには、地域生活を支援する体制の整備

が必要です。 

地域における障がい福祉サービスを支える基盤整備を行うとともに、複合化、複雑化した

障がいのある人の課題を解決するため、包括的な相談支援体制を構築します。また、ユニバ

ーサルデザイン等の考え方に基づく生活環境の整備や保健・医療の充実を行うことで、地域

生活支援の充実を図るとともに、介助する家族の負担軽減を図るための家族支援を推進します。 

 

 

  

（１）地域生活の基盤整備 

（２）生活環境の整備 

（３）保健・医療の充実 

（１）理解と交流の促進 

（１）教育・育成の促進 

（２）雇用・就労の促進 

（３）生涯学習の振興 
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第５ 

１ 計画の成果目標と活動指標 
 

障がいのある人の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった課題に対応

するとともに、障がい児支援の提供体制等を整備する必要があります。この計画においては、

2026年度を目標年度として、国の指針を踏まえた上で、第６期計画の実績や地域の実情に応

じて、次のような目標数値等を設定します。 

 

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行  

成果目標 数値 考 え 方 

入所者数（Ａ） 46 人 2022 年３月末の数 

2026 年度 

入所者数（Ｂ） 
43 人 2026 年度末時点の利用人数を見込む 

【目標値】 

削減見込 （Ｂ－Ａ） 
３人 差引増減見込数 

【目標値】 

地域生活移行数 
３人 

2026 年度末までに施設から地域移行する者の数

（累計） 

 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築  

① 保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 

活動指標 目標 

2024～2026年度における協議の場の

設置 
2023 年度までに設置済み 

 

② 市町村の協議の場における活動 

活動指標 
目標 

2024 年度 2025 年度 2026 年度 

重層的な連携による支援体

制を構築するために必要な

協議の場の開催回数 

開催回数 

（回） 
２ ２ ２ 

重層的な連携による支援体

制を構築するために必要な

協議の場における目標設定

及び評価の実施回数 

開催回数 

（回） 
０ ０ ０ 

 

  

第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画 
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（３）地域生活支援の充実  

① 地域生活支援拠点等の確保 

成果目標 目標 

2026 年度末までに地域生活支援拠点

等を整備 
2023 年度までに設置済み 

 

② 地域生活支援拠点等に係る検証・検討 

活動指標 
目標 

2024 年度 2025 年度 2026 年度 

コーディネーターの配置 

人数 

人数 

（人） 
１ １ １ 

機能の充実に向けた支援

の実績等を踏まえた検証

及び検討を行う場の年間

実施回数 

実施回数 

（回） 
12 12 12 

 

③ 強度行動障害を有する障がいのある人の支援体制の充実 

成果目標 目標 

2026 年度末までに強度行動障害を有

する障がいのある人の状況や支援ニ

ーズを把握し、地域の関係機関が連携

した支援体制を整備 

2026 年度までに整備予定 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行  

① 一般就労への移行者数 

成果目標 考え方 数値等 

2021年度における福祉施設から

一般就労への移行者数の実績 

就労移行支援事業所 ３ 

就労継続支援Ａ型事業所 １ 

就労継続支援Ｂ型事業所 ０ 

生活介護、自立訓練、その他事業所 ０ 

福祉施設 計 ３ 

第７期計画の国指針に基づく

2026年度中の福祉施設から一般

就労への移行者数 

就労移行支援事業所 ４ 

就労継続支援Ａ型事業所 ２ 

就労継続支援Ｂ型事業所 ０ 

生活介護、自立訓練、その他事業所 ０ 

福祉施設 計 ６ 

2026年度中の福祉施設から一般

就労への移行者数 

就労移行支援事業所 ４ 

就労継続支援Ａ型事業所 ２ 

就労継続支援Ｂ型事業所 ０ 

生活介護、自立訓練、その他事業所 ０ 

福祉施設 計 ６ 
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② 就労移行支援・就労定着支援の利用者 

成果目標 考え方 数値等 

2026 年度における 

一般就労移行者のうち 

就労定着支援事業の利用者数 

2021 年度の就労定着支援利用者数 ２ 

2026 年度の就労定着支援利用者数 ３ 

 

③ 就労移行支援・就労定着支援事業所の就労定着率 

成果目標 考え方 数値等 

2026 年度末における 

就労移行支援事業所の数 

指定事業所数 ０ 

指定事業所のうち一般就労へ移行し

た者の割合５割以上の事業所割合 
－ 

2026 年度末における 

就労定着支援事業所の数等 

指定事業所数 ０ 

指定事業所のうち就労定着率７割以

上の事業所割合 
－ 

 

（５）障害児通所支援等の地域支援体制の整備  

① 児童発達支援センターの設置 

成果目標 目標 

2026 年度末までに児童発達支援センターを設置 2026 年度までに設置予定 

 

② 障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進 

成果目標 目標 

2026 年度末までに保育所等訪問支援を活用しな

がら障がい児の地域社会への参加・包容（インク

ルージョン）を推進する体制構築 

2026 年度までに確保予定 

 

③ 主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確保 

成果目標 目標 

2026 年度末までに主に重症心身障がい児を支援

する児童発達支援事業所を確保 
2023 年度までに確保済み 

 

④ 主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所の確保 

成果目標 目標 

2026 年度末までに主に重症心身障がい児を支援

する放課後等デイサービス事業所を確保 
2023 年度までに確保済み 

 

⑤ 医療的ケア児支援のため、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関等 

  による協議の場設置 

成果目標 目標 

2026 年度末までに医療的ケア児支援のための協

議の場の設置 
2027 年度までに設置予定 
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⑥ 医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置 

成果目標 
目標 

2024 年度 2025 年度 2026 年度 

医療的ケア児等コーディネ

ーターの配置数 

人数 

（人） 
６ ７ ８ 

 

（６）相談支援体制の充実・強化に向けた取組の実施体制の確保  

① 基幹相談支援センターによる地域の相談支援体制の強化 

● 基幹相談支援センターの設置 

成果目標 目標 

2026 年度末までに基幹相談支援 

センター設置 
2027 年度以降 

 

成果目標 
目標 

2024 年度 2025 年度 2026 年度 

基幹相談支援センターに

おける主任相談支援専門

員の配置数 

人数 

（人） 
－ － － 

 

● 地域の相談支援事業所に対する訪問等による専門的な指導・助言件数 

成果目標 
目標 

2024 年度 2025 年度 2026 年度 

基幹相談支援センターに

よる指導・助言件数 

件数 

（件） 
０ ０ ０ 

 

● 地域の相談支援事業所の人材育成の支援件数 

成果目標 
目標 

2024 年度 2025 年度 2026 年度 

基幹相談支援センターに

よる支援件数 

件数 

（件） 
０ ０ ０ 

 

● 地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数 

成果目標 
目標 

2024 年度 2025 年度 2026 年度 

基幹相談支援センターに

よる実施回数 

回数 

（回） 
０ ０ ０ 

 

● 基幹相談支援センターによる個別事例の支援内容の検証の実施回数 

成果目標 
目標 

2024 年度 2025 年度 2026 年度 

基幹相談支援センターに

よる実施回数 

回数 

（回） 
０ ０ ０ 
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② 協議会における個別事例の検討を通じた地域のサービス基盤の開発・改善 

成果目標 目標 

協議会において、個別事例の検討を通じ

た地域サービス基盤の開発・改善等を行

う取組の実施及び体制確保 

2026 年度までに実施及び確保予定 

 

活動指標 
目標 

2024 年度 2025 年度 2026 年度 

相談支援事業所の参画によ

る事例検討実施回数 

回数 

（回） 
４ ４ ４ 

 参加事業者・機関数 ６ ６ ６ 

協議会の専門部会の 

設置数 

設置数 

（件） 
３ ３ ３ 

 実施回数 10 10 10 

 

（７）障がい福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築 

① 障がい福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築 

成果目標 目標 

障がい福祉サービス等の質の向上を図る

ための取組に係る体制の構築 
2026 年度に構築予定 

 

② 障がい福祉サービス等の質の向上を図るための取組 

● 県が実施する障がい福祉サービス等に関わる研修の市町村職員参加人数 

活動指標 
目標 

2024 年度 2025 年度 2026 年度 

相談支援従事者初任者研修

の参加人数 

人数 

（人） 
１ １ １ 

障害支援区分認定調査員研

修の参加人数 

人数 

（人） 
１ １ １ 

 

● システム等での審査結果分析・共有等 

活動指標 目標 

障害者自立支援審査支払等システム等に

よる審査結果を分析してその結果を活用

し、事業所や関係自治体等と共有する体

制の構築時期 

2027 年度以降 

 

活動指標 
目標 

2024 年度 2025 年度 2026 年度 

共有を実施する回数 回数（回） － － － 

 

 

 

第５次障害者計画・第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画（概要版） 令和６年 
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